（第19号）
　　　　　　　　　　　　　　　　

（別紙）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
答　　　　　申

（諮問第１９号）
個人情報保護審査会の結論
北九州市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった保有個人情報について不開示とした情報のうち、別表の「審査会の判断」欄に一部開示又は開示と記載した部分は開示すべきである。その他不開示と記載した部分は妥当である。

第１　異議申立てに至る経過等

　１　異議申立人は、平成２１年１０月９日、北九州市個人情報保護条例（平成１６年北九州市条例第５１号。以下「条例」という。）第１６条第１項の規定に基づき、実施機関に対して次の保有個人情報の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

　　　「生活保護申請から本日迄の面接記録、ケース記録、病状調査、その他あらゆる記録のすべて。」
　　　　　　　２　実施機関は、本件請求に係る保有個人情報（以下「本件保有個人情報」という。）について、平成２１年１１月６日付け北九北護一第１２１号で一部開示の決定（以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、平成２１年１１月９日に当該保有個人情報一部開示決定通知書を受領した。
　３　異議申立人は、平成２１年１２月１８日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対して異議申立てを行った。
第２　異議申立人の主張要旨

　１　異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

　２　異議申立ての理由

　　　異議申立人の主張は、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述から要約すれば、おおむね以下のとおりである。

　（１）条例第１８条第２号該当性
①　扶養義務調査

　　　　　扶養義務者は第三者の個人であるが、その情報は、異議申立人に直接かかわるものであり、その正確性が求められる。扶養義務調査の情報は、異議申立人に対する生活保護法上の処遇にかかわる情報であるから、それが正確でない場合は、訂正されるべきものであり、不開示とすべきでない。

　　 ②　医師の印影
     　　 印影そのものについて開示を求めるものではないが、医師の氏名は、異議申立人本人に関する情報として、開示すべきである。

(２） 条例第１８条第３号に該当
法人理事長の印影そのものについて、開示を求めるものではないが、そこに法人理事長印があることを示す等の適切な方法により、開示すべきである。    

処分庁は、開示により、偽造され悪用されるおそれがあるとしているが、具体的な悪用等のおそれがあるわけではないにもかかわらず、本号に該当すると主張することは、不当である。

(３)  条例第１８条第４号に該当
　　　
　　　　　　　 異議申立人の資産状況は、生活保護適用の適切性に関わる情報であり、何よりも正確性が求められる。それが正確でない場合は、訂正されるべきものであり、不開示とすべきでない。

　処分庁は、金融機関等との信頼関係が損なわれる可能性を抽象的に主張しているが、具体的なおそれが存在しているわけではない。また、金融機関等への調査は、国が実施を指導しているものであり、このような説明は受け入れがたい。

(４)　条例第１８条第７号に該当
　　　

①  病状調査
　 　病状調査の医療情報は、異議申立人に関する情報そのものであり、不開示とされるべきものではない。異議申立人に対する就労指導等は、保護適用の適切性にかかわる重要な情報であり、正確であること、異議申立人との共通認識を形成することが必要なものである。

　処分庁は、「被保護者との認識と異なる場合」に被保護者と医師との信頼関係が損なわれる等と主張しているが、「異なる」認識を接近させることこそが求められ、認識が異なったままで信頼関係を保ち、適切な療養を継続することは、本来困難である。

　また、処分庁は、被保護者が医師に対して苦情の問い合わせ等をすることにより、今後、医師が率直な意見を控える場合も想定されるとしているが、医師が客観的事実をもとに専門的な知見に基づいて行った評価・所見等について、それが開示されることによって、今後、医師が率直な意見を控えることになると考えることは適切ではない。このような抽象的な想定を根拠に不開示とすることは、不当である。
　なお、この点について、平成20年5月19日に、同様の事例において小倉北福祉事務所の検証物の提示命令申立却下決定に対する抗告事件で福岡高等裁判所が同決定を取り消し（以下「福岡高裁決定」という。）、その後、最高裁判所がこの決定を支持して確定しているので、その判断が当てはまると考える。
　
②  担当者所見
　担当者所見について、処分庁は、これまでの行動記録に基づくケースワーカーの率直な意見であり、異議申立人の評価・判定等に関する情報であり、事実に基づく客観的な記録が要請されていると説明しているが、そのような記録が開示されることによって、被保護者と福祉事務所との信頼関係が損なわれるおそれがあると考えることはできない。
　被保護者の認識と異なる場合には、その根拠、異なる認識の内容を確認し、認識を一致させることが、適切な保護行政遂行に資するものと考える。

　また、処分庁は、当該情報が開示されることによって、ケースワーカーが被保護者に関する評価・判定等を率直に記録することを差し控えるおそれがあると説明しているが、ケースワーカーが専門的な知見に基づいて、客観的事実をもとに行った評価・判定等について、それが開示されることによって率直な意見を控えることになると考えるのは、適切でない。

　　このような抽象的なおそれを根拠に不開示とすることは、不当である。　
このことについても、前号アでふれた福岡高裁決定の判断が当てはまると考える。

　　

（５）以上により、本件処分は、条例の趣旨に合致せず、不当である。
第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨
実施機関が説明する内容は、理由説明書及び意見聴取から要約すれば、おおむね以下のとおりである。
1  条例第１８条第２号該当性

（１）扶養義務調査

　扶養義務調査に関する情報は、異議申立人の扶養義務者の氏名、住所、生年月日、年齢、続柄、電話番号、家族構成・収入等の状況、異議申立人への援助の可否、扶養できない理由といった、異議申立人以外の個人に関する情報であって、記述等により特定の個人を識別することができるため、本号に該当し、不開示とした。ただし、異議申立人がすでに了知している事項については開示した。
（２）医師の印影
医師の印影は、開示請求者以外の個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるため、本号に該当し、不開示とした。ただし、医師の氏名は、すでにケース記録票や検診書、病状調査票において開示している。
２　条例第１８条第３号該当性

理事長の印影は、法人の内部管理情報であって、開示することにより、偽造され悪用される等法人の権利、財産等の不当な侵害を招くおそれがあるため、本号に該当し、不開示とした。

　　　また、法人理事長印があることを示す適切な方法については、平成２１年１１月６日付けの一部開示決定通知書の別紙において、不開示とした理由を明らかにしているので、どの部分が印影にあたるか明白になっていると考える。また、当該不開示情報の部分を黒塗りとする方法は、通常行われていることである。
３  条例第１８条第４号該当性

関係機関情報は、金融機関及び生命保険会社（以下｢金融機関等｣という。)の社名、回答年月日、口座又は保険の有無、該当者氏名、特記事項、照会件数といった、金融機関等から福祉事務所に提供された異議申立人の資産状況に関する情報である。
福祉事務所は、生活保護の適正な運営を図るため、必要に応じて被保護者の資産状況について調査を行うが、この資産状況の調査には強制力はなく、情報提供するか否かは、金融機関等の判断に委ねられている。また、当該情報は、厳秘資料として取り扱うことを申し添えて依頼しており、これまでの福祉事務所と金融機関等との相互の協力・信頼関係のもとに任意に提出された情報である。
　 したがって、開示しないとの条件のもとに任意提供された当該情報を開示すると、異議申立人が金融機関等へ苦情等の問い合わせをすることが十分想定され、そうなると、金融機関等との協力・信頼関係を著しく損ない、今後、金融機関等からの情報提供が得られなくなるおそれがあり、生活保護事務の適正な執行に支障を及ぼすおそれがあると認められるため、本号に該当し、不開示とした。

４  条例第１８条第７号該当性

　

（１） 病状調査

病状調査の情報は、主治医及び嘱託医の診断による異議申立人の病名、病状、初診日、経過、今後の治療方針、治癒の見込み、稼働能力、検査詳細情報といった医療情報である。

このような医療情報は、本来、医師が受診している患者に対して直接説明すべきものであり、情報提供を受けた実施機関が開示すべき性質のものではない。
そのため、医療情報を開示すると、被保護者の認識と異なる場合は、被保護者と医師との信頼関係が損なわれ、療養上に支障を来し、病状の改善に対する被保護者の意欲を阻害するなどの様々な弊害を生じるおそれがあると認められる。また、被保護者が医師に対して苦情等を述べたり、問い合わせをしたりすることも懸念され、今後、医師が率直な意見を控える場合も十分想定される。

　 このことから、生活保護に係る事務に関し、適正な執行に支障を及ぼすおそれがあると認められるため、本号に該当し、不開示とした。ただし、異議申立人同席のもとで病状調査を行ったときの医療情報については、異議申立人がその内容をすでに了知しているので開示した。
　　　　福岡高裁決定についての指摘であるが、この決定では、病状調査については何ら判断をしていないものであり、参考にはならないものと考える。また、この決定は、民事訴訟法の規定の解釈にかかわるもので、条例に基づく不開示決定処分に対する判断とは異なるので、福岡高裁決定をそのまま今回の不開示の該当性判断に当てはめることは適当でないと判断する。
（２） 担当者所見
　担当者所見の情報は、これまでの行動記録等に基づく担当ケースワーカーの率直な意見であり、異議申立人の評価・判定等に関する情報である。
　これは、被保護者に対する効果的な援助方針を作成する上で極めて重要な情報であるとともに、上司が担当者を指導する場合や担当者が円滑に事務引継を行う場合など生活保護事務を適切に処理する上でも必要な情報であり、事実に基づく客観的な記録が要請されている。　　　　　　　

　したがって、当該情報を開示すると、被保護者の認識と異なる場合は、被保護者と福祉事務所との信頼関係が損なわれ、今後の指導・援助等が困難となるおそれがあること、また、今後、担当ケースワーカーが被保護者に関する評価・判定等を率直に記録することを差し控え、その結果、ケース記録が形骸化して適切な指導・援助等ができなくなるおそれがあることなど生活保護事務に関し、適正な執行に支障を及ぼすおそれがあると認められるため、本号に該当し、不開示とした。　
　
　５　結論

　　　以上のとおり、本件処分は、条例に合致した適法な処分であり、本件異議申立ては理由がない。

第４　審査会の判断
　　　　当審査会は、異議申立ての対象となった本件保有個人情報並びに実施機関及び異議申立人の主張を具体的に検討した結果、以下のように判断する。
　１　本件保有個人情報の概要等
（１） 生活保護制度は、日本国憲法第２５条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とするものである（生活保護法第1条）。
（２） 本件保有個人情報は、平成２０年８月７日から平成２１年１０月９日までの間、異議申立人が小倉北福祉事務所にて生活保護を受給しているときの記録（以下「本件ケース記録等」という。）のうち、異議申立人に係る個人情報である。

本件ケース記録等は、訪問台帳、ケース記録票、個別協議票、扶養義務者台帳及び添付書類より構成されている。

（３） 本件ケース記録等は、福祉事務所が生活保護法の規定に基づいて行う生活保護事務において保護の適格性の根拠を客観的に明らかにし、また、世帯の自立助長を図るため、一貫性のある的確な指導・援助に役立たせることなど、生活保護事務を適正かつ円滑に実施するための基礎的な資料となるもので、被保護者世帯を単位として作成されている。
本件ケース記録等には、異議申立人世帯の生活実情を明らかにするため、その世帯構成、経歴、生活実態等をはじめ家庭、医療機関等の訪問時の訪問調査活動や指導指示の内容、今後の援助方針等、世帯に関する重要事項が記録され、保護の決定・実施のすべての過程の情報が記載されている。
これらの情報には、単に事実の記載だけではなく、担当ケースワーカーが、世帯員の資質、性格、能力等の状況や生活実態等について把握・評価した事項も記載されており、また第三者の個人情報も記載されている。
　２　不開示とした本件保有個人情報

（１）本件保有個人情報のうち不開示とした情報は、次のとおりである。
　　　　①　扶養義務調査情報（氏名、住所、生年月日、年齢、続柄、電話番号、家族構成・収入等の状況、異議申立人への援助の可否、扶養できない理由）
②　医師の印影

　 ③　理事長の印影
 ④　関係機関情報（金融機関等の社名、回答年月日、口座又は保険の有無、該当者氏名、特記事項、照会件数）
　　　⑤　病状調査情報（主治医及び嘱託医の診断による異議申立人の病名、病状、初診日、経過、今後の治療方針、治癒の見込み、稼働能力、検査詳細情報）
⑥　担当者所見（処遇方針に係る情報）
（２）ケース記録等に記載された情報のうち、異議申立人以外の世帯構成員の個人情報は、白塗り処理されている。

３　本件処分の争点

　　

　　本件処分の争点は、次の４点に要約される。

　（１）扶養義務調査情報及び医師の印影が条例第１８条第２号に該当するか否か(争点１)

　（２）理事長の印影が条例第１８条第３号に該当するか否か(争点２)

（３）関係機関情報が条例第１８条第４号に該当するか否か(争点３)

　（４）病状調査情報及び担当者所見が条例第１８条第７号に該当するか否か(争点４)

４　条例第１８条第２号該当性について(争点１)
（１） 条例第１８条は、「実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各号に掲げる情報のいずれかが含まれている場合を除き、開示請求者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。」と定め、同条第２号では、「開示請求者以外の個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することにより、開示請求者以外の特定の個人を識別することができることとなるものを含む。)又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの｣を不開示とすると規定している。また、同号ただし書アからウまでに該当する情報については、同号本文に該当するものであっても開示しなければならないと規定している。

ア　法令の規定により又は慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されている情報
　　　　　イ　　略

　　　　　ウ　当該個人が公務員等(中略)である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分(これらの部分を開示することにより当該公務員等の個人の権利利益を害するおそれがある場合にあっては、当該部分を除く。)
（２） 実施機関は、本号本文に該当するとして、前記の第４の２（１）「①　扶
養義務調査情報」、「②　医師の印影」に関する情報を不開示としている。

（３）本号該当性判断
①　扶養義務調査情報
　   実施機関が「訪問台帳」、「ケース記録票」、「新規開始チェックリスト」、「扶養義務者台帳」、「扶養義務について」（以下「扶養依頼書」という。）、「扶養届」において不開示とした情報は、異議申立人の扶養義務者の氏名、住所、生年月日、年齢、続柄、電話番号、家族構成・収入等の状況、異議申立人への援助の可否、扶養できない理由の扶養義務調査情報である。

　　　実施機関は、これら扶養義務調査情報について、異議申立人以外の個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により、開示請求者以外の特定の個人を識別することができるため、条例第１８条第２号本文に該当するとして不開示とした。
実施機関は、訪問台帳、ケース記録票及び扶養義務者台帳に記載されている扶養義務者の氏名、住所、続柄、生年月日及び電話番号は、異議申立人がすでに了知していると認められるとして開示している。一方で実施機関は、扶養依頼書を送付するかどうかは、明らかに扶養能力のない者や扶養義務の履行が期待できない者等を除くなどして送付相手を決めており、異議申立人は扶養依頼書がどの扶養義務者に送付されるか知ることはできないので、扶養依頼書に記載の扶養義務者の氏名、住所、続柄は、本号ただし書アに該当しないため不開示とした旨主張する。
しかし、異議申立人の提出した親戚一覧表に記載されている扶養義務者のうち誰に対して扶養依頼したか知ることができないとしても、この親戚一覧表は、異議申立人が生活保護を申請する際に作成し、提出したものである以上、扶養義務者の誰かに扶養依頼がなされるであろうことは十分予測されることである。したがって、慣行として知ることができる情報と判断できるので、本号ただし書アに該当し、開示とすることが相当である。
  　　 　　 また、ケース記録票で不開示とした扶養依頼の送付日及び扶養義務者台帳で不開示とした調査日についても、扶養依頼書に記載されたこれらの情報を転記したものと認められるので、上記と同様の理由により開示とすることが相当である。
ただし、異議申立人から提出のあった親戚一覧表に記載する氏名、住所、生年月日、年齢のうち、担当ケースワーカーの独自の調査によって追加や補正がなされた情報で、異議申立人が了知していないと認められるものについては、本号ただし書アに該当せず、不開示とすることが妥当である。
　　また、新規開始チェックリストで不開示とした扶養義務者の状況のうち、把握した扶養義務者数と内訳数については、異議申立人以外の個人に関する情報であって、記述等により特定の個人を識別することができ、また、本号ただし書アにも該当しないと認められるので、不開示とすることが妥当である。
担当ケースワーカーからの扶養依頼を受けて扶養義務者が回答した扶養届の扶養義務者の家族構成・収入等の状況、異議申立人への援助の可否、扶養できない理由などの情報は、異議申立人以外の個人に関する情報であって、記述等により特定の個人を識別することができるので、本号本文に該当し、また、本号ただし書アに該当しないと認められるので、不開示とすることが妥当である。

②　医師の印影

　　　 　　 実施機関が「医療要否意見書」及び「通院実績報告書」において不開示とした情報は、指定医療機関の医師が使用した印の印影である。ただし、公務員である医師の職務遂行に係る印影は、本号ただし書ウに該当するので、開示されている。

不開示とされた印影は、開示請求者以外の個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により、開示請求者以外の特定の個人を識別することができるため、本号本文に該当することが認められる。
個人である医師の印影は、単に氏名だけでなく、その固有の形状が個人情報として保護の対象となるものである。実印は印鑑登録制度のもとで社会生活上重要なものとして保護され、また、認め印であっても銀行預金通帳など重要な取引に使用されることも十分想定されるところであり、他にみだりに開示されない利益を有しているというべきである。

このような個人の印影の性格から、本号ただし書アに該当しないと認められるので、不開示とすることは妥当である。

なお、異議申立人は、医師の氏名を開示するよう主張しているが、ケース記録票、検診書及び病状調査票に記載されている医師の氏名はすでに開示されているので、当審査会として本件開示・不開示の該当性判断を行わないものとする。

５　条例第１８条第３号該当性について(争点２)
　
（１）条例第１８条第３号は、「法人等に関する情報であって、開示することにより、当該法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの」を不開示とすると規定している。

　 

（２）実施機関は、本号本文に該当するとして、前記の第４の２（１）「③　理事長の印影」の情報を不開示としている。

（３）本号該当性判断

実施機関が「医療要否意見書」において不開示とした情報は、指定医療機関の法人理事長が使用した印の印影である。

不開示とされた理事長の印影は、一医師としてではなく、指定医療機関である法人の代表として使用したものである。法人等の印影は、一般的に取引や契約関係において認証的機能を有しており、商慣習上重要なものとして保護されている。
このように理事長の印影は、法人等が事業活動を行う上での重要な内部管理情報として、他にみだりに開示されない利益を有しているというべきであり、開示されることになれば、当該法人等の正当な利益を害するおそれが認められ、本号本文に該当するので、不開示とすることは妥当である。

　　　　 また、異議申立人が主張する法人理事長印が書面にあることを示す方法については、条例第２２条第３項の規定により一部開示決定通知書において不開示とした理由を示すとともに、「北九州市個人情報保護事務取扱要領」の定めるところにより当該不開示情報に該当する印影の部分を黒塗りとする方法を講じている。本件処分においても、このような事務処理の方法により、適切に講じられていると判断する。
６　条例第１８条第４号該当性について(争点３)
（１） 条例第１８条第４号は、「個人又は法人等が、実施機関の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供した情報であって、当該個人又は法人等における通例として開示しないこととされているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの」を不開示とすると規定している。

（２） 実施機関は、本号本文に該当するとして、前記の第４の２（１）「④　関係機関情報」の情報を不開示としている。
 (３) 本号該当性判断

実施機関が「ケース記録票」及び「金融機関調査照会先一覧表」において不開示とした情報は、金融機関等の社名、回答年月日、口座又は保険の有無、該当者氏名、特記事項、照会件数の関係機関情報である。
関係機関情報については、生活保護法第２９条により、実施機関が、生活保護の適正な運営を図るため、必要に応じて金融機関等に対して被保護者の資産・収入状況等について報告を求めることができると定められている。

当審査会が見分したところ、金融機関等に対する調査には強制力はなく、情報提供の可否は金融機関等の判断に委ねられている。また、実施機関は、関係機関情報を厳秘資料として取り扱うことを金融機関等に申し添えて依頼しており、これまでの実施機関と金融機関等との相互の協力・信頼関係のもとに任意に提供された情報として、開示しないとの条件のもとに提供を受けたもので、開示することを前提としたものでないと認められる。

　　   　したがって、このような関係機関情報を開示すると、金融機関等との協力・信頼関係を著しく損ない、今後、金融機関等から情報が得られなくなる可能性があり、その結果、被保護者の資産及び収入状況を調査することが不可能になり、保護の決定・実施のための的確な基礎資料が取得できなくなることが認められ、本号本文に該当するので、不開示とすることは妥当である。

７　条例第１８条第７号該当性について(争点４)

（１） 条例第１８条第７号は、「市の機関（中略）が行う事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」を不開示とすると規定している。

（２） 実施機関は、本号本文に該当するとして、前記の第４の２（１）「⑤　病状調査情報」、「⑥　担当者所見」の情報を不開示としている。
（３）本号該当性判断

①　病状調査情報

実施機関が「医療要否意見書」、「検診書」、「ケース記録票」、「病状調査票」において不開示とした情報は、異議申立人の傷病名、病状、主要症状、初診日、経過、今後の治療方針、治癒の見込み、稼働能力、理学的所見、臨床検査結果、検査詳細情報、その他参考事項等の医療情報である。

しかし、実施機関は、病状調査情報を不開示とした理由を次のように主張する。
　    　　まず一つは、これら病状調査情報は、本来、医師が受診している患者に対して直接説明すべきものであり、提供を受けた実施機関が開示すべき性質のものではない。病状調査情報を開示すると、異議申立人の認識と異なる場合、異議申立人と医師との信頼関係が損なわれ、療養に支障をきたし、病状の改善に対する異議申立人の意欲を阻害するほか、医師に対して苦情等を述べたり、問い合わせをしたりすることも懸念され、その結果、医師が率直な意見を控えるなどの弊害が生じるおそれがある。

二つ目に、「ケース記録票」に記載されている病状、稼働能力及び就労についてと、「病状調査票」の主治医意見欄に記載されている病状、経過、今後の治療方針等の情報については、担当ケースワーカーが主治医の率直な意見や所見等を聞き取り、要約して記述するが、担当ケースワーカーは福祉事務所内での協議を目的に病状等を表現するため、必ずしも専門的かつ客観的な文言を使用した記述になっていないので、主治医意見欄の病状調査情報を開示すると、異議申立人に無用の誤解を与え、今後の生活保護事務の適正な遂行に支障を及ぼすことになると主張する。

　　　　　　以下、指定医療機関（主治医）が記載する「医療要否意見書」、「検診書」と、担当ケースワーカーが記載する「ケース記録票」、「病状調査票」に分けて、それぞれの病状調査情報について検討する。
まず、医療要否意見書及び検診書に記載されている情報のうち、傷病名、初診年月日、主要症状及び今後の診療見込み等の情報は、医師の診察を通して、異議申立人に療養の方法その他保健の向上に必要な事項を指導しており、また、担当ケースワーカーも、このような被保護者の医療情報を踏まえた嘱託医の所見に基づき、病状やその程度について被保護者の自立助長を図る見地から、被保護者に対して説明するのが通例である。

これらの病状調査情報は、もともと指定医療機関の医師がその専門的な知見に基づいて客観的に診断し、直接患者に診断結果を説明すべきもので、異議申立人は当該情報を了知し得る立場にあると考えられる。したがって、それが開示されたとしても、患者である異議申立人に説明した内容と異なるとは想定されず、また、医師に対して苦情や不満を申し出たとしても、その結果、医師が率直な意見を控えるようになるといった特段の事情は認められないので、生活保護事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれはないと判断され、本号には該当せず、開示することが相当である。

ただし、検診書の「稼動について」に記載された情報は、稼動能力等の判定に当たって、当該医師の診療科の範囲で意見を述べるにとどまり、客観的な診断結果とまでいえないと判断されるので、これが開示されると、異議申立人に無用の誤解を与え、その結果、担当ケースワーカーと異議申立人との信頼関係をも悪化させ、生活保護制度の目的である自立の助長や支援の妨げにもなり、生活保護事務の適正な遂行に支障を及ぼすことも予測される。したがって、稼動能力等に係る情報は、本号の「その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当し、不開示とすることは妥当である。
次に、「ケース記録票」、「病状調査票」に記載された病状調査情報について検討する。

「ケース記録票」に記載の病名欄と「病状調査票」に記載の傷病名欄の情報及びそれに添付された検査詳細情報については、異議申立人の主治医から得た医療情報であって、異議申立人が当該医療情報を了知し得る立場にあることから、本号に該当せず、開示することが相当である。

ただし、「ケース記録票」に記載されている病状、稼働能力及び就労と、「病状調査票」の主治医意見欄に記載されている病状、経過、今後の治療方針、治癒の見込等の情報については、いずれも担当ケースワーカーが実施機関と医療機関との信頼関係に基づいて、主治医の率直な意見や所見等を聞き取り、要約して記述したものである。
当審査会が見分したところ、これら要約された記述には、事実を客観的に記載しているとはいえない部分も見受けられ、主治医が意図したニュアンスではなく、担当ケースワーカーの主観が入る余地もあり、事実が客観的に表現されているとはいえないと判断される。福祉事務所の実務では、主治医意見欄の記載内容に加え、担当ケースワーカーが口頭で補足説明を行うことで、調査時の主治医の意向が忠実に反映されるようにしているのが実態である。

　　　　したがって、これら病状調査情報が開示されると、異議申立人に無用の誤解を与え、その結果、担当ケースワーカーと異議申立人との信頼関係をも悪化させ、生活保護制度の目的である自立の助長や支援の妨げにもなり、生活保護事務の適正な遂行に支障を及ぼすことも予測される。加えて、実施機関と医療機関との協力・信頼関係を著しく損ない、医療機関からの情報が得られなくなることも予測されるので、本号の「その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当し、不開示とすることは妥当である。
　   　　　　

②　担当者所見

　         実施機関が不開示とした情報は、「個別協議票」に記載されている担当者所見の一部で、これまでの異議申立人の行動記録等に基づく処遇方針に関する担当ケースワーカーの意見である。
当審査会が見分したところ、当該情報は、異議申立人の評価・判定等に関する担当ケースワーカーの率直な意見であり、異議申立人に対する効果的な援助方針を作成する上で極めて重要な情報であるとともに、上司が担当者を指導する場合や担当者が円滑に事務引継を行う場合など生活保護事務を適切に処理する上でも必要な情報であることが認められる。

 　　　したがって、当該情報が開示されると、異議申立人の認識と異なる場合は異議申立人と福祉事務所との信頼関係が損なわれ、今後の指導・援助等が困難となるおそれがあること、また、今後、担当ケースワーカーが異議申立人に関する評価・判定等を率直に記録することを差し控え、その結果、ケース記録が形骸化して適切な指導、援助等ができなくなるおそれがあることから、生活保護事務に関し、適正な執行に支障を及ぼすことが認められるので、本号の「その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当し、不開示とすることは妥当である。
　（３）その他

異議申立人は、病状調査情報及び担当者所見の開示決定にあっては福岡高裁決定の判断が当てはまると主張するが、福岡高裁決定は民事訴訟法の規定に基づき、小倉北福祉事務所が保有する面接記録票やケース記録票等に対する検証物としての提出命令の申立てについての判断である。
一方、当審査会は、条例に基づく保有個人情報の開示請求に対する開示・不開示の妥当性を判断するもので、福岡高裁決定とはその目的を異にしているので、異議申立人の主張を採用することはできない。
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